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（最判平成 28 年 12 月 20 日民集 70 巻９号 2281 頁）※
福　永　　　実










年３月 16 日、地方自治法 245 条の７第１項に基づき、沖縄県に対し、本件埋
立承認取消しの取消しを求める是正の指示（以下「本件指示」という。）をし、
その後、沖縄県知事が国地方係争処理委員会による審査の通知があった日か
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　下級審では、高松高判昭和 45 年４月 24 日判時 607 号 37 頁、及び東京高判




28 年９月５日判時 2352 号 25 頁など、公務員の採用取消処分の事例に限られ
ていた（９）。
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